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14 税等
ぜいとう

の
めんじょ

免除・
ひ か ぜ い

非課税 

（１）市民税
しみんぜい

・府民
ふ み ん

税
ぜい

 
   市民税・府民税(個人住民税)は前年中(１月～１２月)の所得に対して、本年１月 

１日現在に住民登録のある市町村に納める税金です。 

前年(税の申告の対象となる年)の１２月３１日時点で手帳の交付を受けている人は、 

障害者控除が受けられます。税の申告で扶養している方が手帳の交付を受けた場合も

障害者控除が受けられます。手帳の交付日を確認して申告手続きしてください。 

本人が障害者控除を受けており、合計所得金額が１３５万円以下の場合、非課税と 

なります。 

※配偶者控除、扶養控除を受けられるのは、生計を一にする親族（配偶者・親・子等） 

で他の方の扶養に入っていない合計所得金額が４８万円以下の方です。 

※納税義務者の合計所得金額が１,０００万円を超える場合は、配偶者は控除の対象

とならない場合があります。 

 

障害者控除 特別障害者 身体障害者手帳     １級又は２級 

精神障害者保健福祉手帳 １級 

療育手帳         Ａ 

一般の障害者 特別障害者以外で障害者手帳の交付を受けてい

る方 

同居特別障害者 本人又は配偶者若しくは生計を一にする親族の

どなたかと同居を常としている特別障害者(配偶

者・扶養親族) 

(老人ホーム等へ入居の場合は該当しない) 

 

 いずれも申告手続きが必要です。手続きについては下記までご相談ください。 

 

 ◇窓口 税務課市民税係（競輪場北側 本館１階） TEL 874-2243 

 

（２）所得
しょとく

税
ぜい

 

   前年(税の申告の対象となる年)の１２月３１日時点で手帳の交付を受けている人は、

障害者控除が受けられます。確定申告が必要な方は障害者控除を申告してください。 

 給与収入、年金収入等がある方で、前年中に源泉徴収されている方は障害者控除を 

申告することにより所得税が還付になる場合があります。 

いずれも申告手続きが必要です。手続きについては下記もしくは、国税庁のホーム 

ページ等参考にしてください。 

 

 ◇窓口 右京税務署 TEL 311－6366（音声ガイダンス「０」を選択） 
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（３）
じどうしゃぜい

自動車税・
けいじどうしゃぜい

軽自動車税（種別
しゅべつ

割
わり

・環境
かんきょう

性能
せいのう

割
わり

） 

   次の要件に該当する場合に、自動車税（種別割・環境性能割）又は軽自動車税（種

別割・環境性能割）が減免されます。 

    ≪減免を受けることができる方≫ 

障 が い の 区 分 
自動車税 

（種別割・環境性能割） 
軽自動車税 

（種別割・環境性能割） 

身体障がい 身体障害者手帳の等級が次に該当する方 

 視覚障がい １～４級 

聴覚障がい ２～４級 

平衡機能障がい ３・５級 

音声機能障がい※ 

（喉頭摘出によるものに限る） 
３級 

上肢不自由 １～３級 

下肢不自由 １～６級 

体幹不自由 １～３級・５級 

乳幼児期以前の非進行性の 

脳病変による運動機能障がい 

上肢機能 １～３級 

移動機能 １～６級 

心臓機能障がい 

１・３・４級 

じん臓機能障がい 

呼吸器機能障がい 

ぼうこう又は直腸機能障がい 

小腸機能障がい 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障がい １～４級 

肝臓機能障がい １～４級 

知的障がい者 療育手帳Ａ 

 

精神障がい者 

 

精神障害者保健福祉手帳１級の方又は国民

年金法施行令に定める１級と同程度の状態 

の方で、かつ、自立支援医療の精神通院 

医療の受給者証が交付されている方 

   ※音声機能障害の場合は障がい者本人が所有(取得)かつ運転する自動車に限られます。 

 

   ◇減免対象となる自動車（障がい者１人につき１台（軽自動車を含む。）に限る。） 

    ① もっぱら障がい者本人が運転する自動車 

    ② 障がい者と生計を一にする方が、もっぱら障がい者の移動手段として継続的

に運転する自動車 

    ③ 障がい者のみで構成される世帯の障がい者を常時介護する方が、もっぱら障

がい者の移動手段として継続的に運転する自動車 
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   ◇自動車の所有（取得）者と運転者との関係 

障がい者の状況・障がいの程度等 自動車の所有（取得）者 自動車の運転者 

障がい者が

１８歳以上

の場合 

① 障がい者が生徒又は学生 

② 重度の障がい者（身体障 

  害者手帳１級又は２級、 

  療育手帳Ａ） 

③ 精神障害者保健福祉手帳 

  １級又は同程度 

障がい者本人又は 

障がい者と生計を 

一にする者 

障がい者本人又は 

障がい者と生計を 

一にする者 ※１ 

①、②、③以外の者 障がい者本人 ※２ 

障がい者本人又は 

障がい者と生計を 

一にする者 

障がい者が１８歳未満の場合 
障がい者と生計を 

一にする者 

障がい者と生計を 

一にする者 

音声機能の障がい者の場合 障がい者本人  障がい者本人  

障がい者のみで構成される世帯の 

障がい者の場合 
障がい者本人  常時介護する者 

※１ 軽自動車税（種別割）は精神障害者保健福祉手帳１級又は同程度の場合、自動車の運転

者は障がい者と生計を一にする者に限る。 

※２ 軽自動車税（種別割）は障がい者と生計を一にする者も可。 

   ◇減免内容 

自動車税（種別割） 

※３ 

税額が４５，０００円以下の場合 全額免除 

税額が４５，０００円を超える場合 ４５，０００円を減免 

自動車税（環境性能割） 

※４ 
課税標準額３００万円に環境性能割の税率を乗じて得た額 

軽自動車税 全額免除 

     ※３ グリーン化税額に対応します（重課・軽課により変わります。）。 

     ※４ 環境性能割は燃費性能等によって税率が変わります。 

◇問 合 せ  〔自動車税（種別割）について〕 

自動車税管理事務所 

又は京都西府税事務所 TEL 326-3312 FAX 326-3310 

〔自動車税（環境性能割）について〕 

自動車税管理事務所 TEL 672-6155  FAX 672-2995 

〔軽自動車税（種別割）について〕 

            税務課市民税係（競輪場北側 本館１階） TEL 874-2243 

「もっぱら」とは、７割以上障がい者のために使用されていることをいいます。 

「障がい者と生計を一にする方」とは、一般的に生活をともにする親族をいいます。 

「障がい者のみで構成される世帯」とは、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者

保健福祉手帳を交付され、その障がいの程度が上表に記載された内容に該当する方の

みで構成されている世帯をいいます。 

「常時介護する方」とは、障がい者のみで構成される世帯の障がい者のために日常的

に継続して運転される方で、福祉事務所長の確認を受けた方をいいます。 
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（４）個人
こ じ ん

事業税
じぎょうぜい

 

視力障がい者（両目の視力が０．０６以下）が行うあんま、マッサージ又は指圧、

はり、きゅう、柔道整復その他の医療に類する事業については、非課税です。 

  

詳しくは下記までご問い合わせください。 

◇窓口 京都西府税事務所 個人事業税課 TEL 326-3346 

 

 （５）相続税
そうぞくぜい

 

心身障害者扶養共済制度に基づく給付金を受ける権利を相続によって取得した場

合、相続税はかかりません。 

相続人が障がい者であるときは、８５歳に達するまでの年数一年につき１０万円

（特別障害者は２０万円）が、障害者控除として相続税から差し引かれます。 

 

障害者控除 特別障害者 身体障害者手帳     １級又は２級 

精神障害者保健福祉手帳 １級 

療育手帳         Ａ 

一般の障害者 特別障害者以外で障害者手帳の交付を受けている方 

  詳しくは下記までお問い合わせください。 

 ◇窓口 右京税務署 TEL 311-6366（音声ガイダンス「１」を選択） 

 

（６）贈与税
ぞ う よ ぜ い

 

    心身障害者扶養共済制度に基づく給付金を受ける権利を贈与によって取得した場

合、贈与税はかかりません。 

特定障害者の方の生活費などに充てるために、一定の信託契約に基づいて特定障

害者の方を受益者とする財産の信託があったときは、その信託受益権の価額のうち、

特別障害者である特定障害者の方については６，０００万円まで、特別障害者以外

の特定障害者の方については３，０００万円まで贈与税がかかりません。 

 

※この非課税の適用を受けるためには、財産を信託する際に「障害者非課税信託

申告書」を、信託会社を通じて所轄税務署長に提出しなければなりません。 

 

特定障害者 特別障害者 身体障害者手帳     １級又は２級 

精神障害者保健福祉手帳 １級 

療育手帳         Ａ 

特別障害者以外の

特定障害者 

特別障害者以外で精神に障がいのある方 

 

  詳しくは下記までお問い合わせください。 

 ◇窓口 右京税務署 TEL 311-6366（音声ガイダンス「１」を選択） 
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（７）消費税
しょうひぜい

 

身体障がい者の使用に供するための特殊な性状、構造又は機能を有する物品（身体

障害者用物品）の譲渡、貸付け等は、消費税法上の非課税取引となります。 

非課税の対象となる身体障害者物品は、義肢、視覚障害者安全つえ、義眼、点字器、

人工喉頭、車いす、その他の物品で、厚生労働大臣が財務大臣と協議して指定するも

のに限られます。 

また、介護保険法に基づく保険給付の対象となる居宅サービス及び施設サービス等 

についても消費税法上の非課税取引となります。（サービス利用者の選択による特別

な居室の提供や送迎などを除く） 

  

※詳しくは下記までご問い合わせください。 

◇窓口 右京税務署 TEL 311-6366（音声ガイダンス「３」を選択） 

 

 （８）預貯金
よ ち ょ き ん

等
とう

の利子
り し

 

   金融機関等で事前に必要な手続きを行うことにより、障がい者の預貯金等について 

一定限度額まで利子所得が非課税となります。 

 

対象者 

 

障がい者 身体障害者手帳の交付を受けている人や障害

年金を受けている人など 

その他の人（妻） 遺族年金や寡婦年金を受けている妻など 

 

 

 ※詳しくは各金融機関までお問い合わせください。 

  

（９）向日市
む こ う し

国民
こくみん

健康
けんこう

保険料
ほけんりょう

 

   災害等により生活が著しく困難となられた方又はこれに準ずると認められる方のう

ち必要があると認められる方に対し、申請により保険料が減免されます。 

ただし、納期限までに申請が必要なため、医療保険課の窓口でご相談ください。 

 

対象者 

 

身体障害者手帳    １級及び２級 

障がい者手帳を交付されている方（所得要件あり） 

 

  ※詳しくは下記までお問い合わせください。 

 ◇窓口 医療保険課 TEL 874-2793 FAX 932-0800 

 


